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この報告書は，京都市における職員の任用や給与，勤務条件，人件費の状

況などを広く市民の皆様にお知らせすることにより，本市人事行政の透明性

をさらに高め，その公正性の一層の確保を図るため，本年４月に施行した「京

都市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき公表するもので

す。 

 



京都市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 

 

 

平成 17 年 3 月 25 日 

条例第 41 号 

  

(趣旨) 

第 1 条 この条例は，地方公務員法第 58 条の 2 の規定に基づき，人事行

政の運営等の状況の公表に関し必要な事項を定めるものとする。 

(人事行政の運営の状況の報告) 

第 2 条 任命権者は，毎年 8 月 31 日までに，市長に対し，職員(臨時的に

任用された職員及び非常勤職員(地方公務員法第 28 条の 5 第 1 項に規定

する短時間勤務の職を占める職員を除く。)を除く。以下同じ。)に係る

次に掲げる事項を報告しなければならない。 

(1) 職員の任免及び職員数に関する状況 

(2) 職員の給与の状況 

(3) 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

(4) 職員の分限及び懲戒の状況 

(5) 職員の服務の状況 

(6) 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

(7) 職員の福祉及び利益の保護の状況 

(8) その他市長が必要と認める事項 

(人事委員会の業務の状況の報告) 

第 3 条 人事委員会は，毎年 8 月 31 日までに，市長に対し，次に掲げる

事項を報告しなければならない。 

(1) 職員の競争試験及び選考の状況 

(2) 給与，勤務時間その他勤務条件に関する報告及び勧告の状況 

(3) 勤務条件に関する措置の要求の状況 

(4) 不利益処分に関する不服申立ての状況 

(人事行政の運営の状況の概要等の公表) 

第 4 条 市長は，前 2 条の規定による報告を受けたときは，毎年 10 月 31

日までに，第 2 条の規定による報告を取りまとめ，その概要及び前条の

規定による報告を公表しなければならない。 

2 前項の公表は，次に掲げる方法により行うものとする。 

(1) 市役所及び区役所の掲示場に掲示する方法 

(2) その他市長が定める方法 

(委任) 

第 5 条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が定める。 

附 則 

この条例は，平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 
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人事行政の運営の状況 
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第 1 章 職員の任免及び職員数に関する状況 

「地方公務員法」では，職員に欠員が生じた場合，採用，昇任などの方法により職

員を任命することができるとされています。 

なお，職員の採用や昇任などは，受験や勤務の成績又はその他の能力の実証に基づ

いて行うものとされています。 

 

１ 職員の採用の状況 

採用とは，現在職員でない者を職員に任命することをいいます。 

平成１６年度における職員の採用状況は次のとおりです。 

（単位：人） 

区 分 事務職 技術職 
免許 

資格職等

技能 

労務職 
消防職 教育職 合計 

市長部局等 ９８ ２１ １３８ ２９ ０ ８ ２９４

消 防 局 ０ ０ ０ ０ ４３ ０ ４３

交 通 局 ２ ０ ０ ０ ０ ０ ２

上下水道局 ４ ８ ０ １３ ０ ０ ２５

教育委員会 ８ １ ０ １１ ０ ２０６ ２２６

合計 １１２ ３０ １３８ ５３ ４３ ２１４ ５９０

（注）１ 市長部局等とは，総務局や環境局などの市長が所管する事務部局，市会事務局や監査事

務局，選挙管理委員会，人事委員会，農業委員会等の事務局をいいます。 

２ 技術職とは，土木，建築，電気，機械などの技術的な業務に従事する職員をいいます。 
３ 免許資格職等とは，医師，看護師，薬剤師などの免許・資格を必要とする業務に従事す

る職員をいいます。 
     ４ 技能労務職とは，機器の運転操作，ごみの収集，庁舎の監視などの業務に従事する職員

をいいます。 

     ５ 消防職とは，消防署等で，消火・救助活動などに従事する職員をいいます。 

     ６ 教育職とは，幼稚園，小学校，中学校，高等学校などで教育に携わる職員をいいます。 
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２ 職員の昇任・降任の状況 

昇任とは，職員を現在の職よりも上位の職に任命することをいい，降任とは，職員を

現在の職よりも下位の職に任命することをいいます。 

平成１６年度における職員の昇任・降任の状況は次のとおりです。 

（単位：人） 

昇   任 
区分 

係長級 課長補佐級 課長級 部長級 局長級 
降任 

市長部局等 １１３ １０９ ５５ ２１ １３ １

消 防 局 １８ ２４ １５ ６ １ ０

交 通 局 ８ ５ ４ １ ０ ０

上下水道局 １３ １８ １３ ４ １ ０

教育委員会 ７ ７ ５ １ １ ０

合 計 １５９ １６３ ９２ ３３ １６ １

 

３ 職員の退職の状況 

平成１６年度における職員の退職の状況は次のとおりです。 

（単位：人） 

区 分 定年退職 特例退職 自己都合退職 その他 合計 

市長部局等 １５８ ６３ ８９ ２８ ３３８

消 防 局 ２１ ６ ７ ４ ３８

交 通 局 ６５ １２ ４ ９ ９０

上下水道局 ３８ ３ １ ４ ４６

教育委員会 ８９ １６２ １８ １５ ２８４

合 計 ３７１ ２４６ １１９ ６０ ７９６

（注）１ 「その他」は，死亡，分限免職，懲戒免職などです。 

         （２８ページ参照） 

２ 特例退職とは，５０歳（医師等の場合５５歳）以上の職員に希望を募り，それに応じて，

定年退職（６０歳，医師等の場合は６５歳）前に早期退職したものをいいます。 

なお，教育委員会の人数には，一定の基準に該当する職員に対して希望退職を募り，そ

れに応じて定年前に早期退職した者を含みます。 

３ 自己都合退職とは，自己の都合により退職することをいいます。 
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４ 職員数の状況 

（１）実人員数 

各年度４月１日現在の職員数の状況は下の表のとおりです。 

なお，京都市では，平成７年度から１５年度までの間に「『平成の京づくり』推進の

ための市政改革大綱」，「京都新世紀に向けた市政改革行動計画」，「京都新世紀市政改

革大綱」に基づき，不断の市政改革に取り組むことにより，２，３４６人の職員を削

減してきました。これは，政令指定都市では２番目に高い削減率（△１２．１％）と

なっています。 

さらに，現在は，次ページ「（２）職員数の適正化計画及び進捗状況」に記載のとお

り，平成１６年７月に策定した「京都市市政改革実行プラン」に基づき，職員数の     

１，０００人削減という目標の達成に向け取り組んでいるところです。 

 

（注）政令指定都市は，札幌市，仙台市，さいたま市，千葉市，川崎市，横浜市，静岡市，名古屋市，

京都市，大阪市，神戸市，広島市，北九州市，福岡市の１４都市です（平成１７年１０月現在）。 

（単位：人） 

職員数 
区  分 

１６年度 １７年度 

対前年度増減数

（△：減） 

市 長 部 局 等
９，５８７ 

（２１）

９，６６５ 

（４２）

７８ 

（２１）

消 防 局
１，８８８ 

（ ０）

１，９０５ 

（ １）

１７ 

（ １）

交 通 局
１，５８５ 

（ ０）

１，４６８ 

（ ０）

△１１７ 

（ ０）

上 下 水 道 局
１，６５２ 

（ ７）

１，６４２ 

（１１）

△１０ 

（ ４）

教 育 委 員 会
２，０２９ 

（２７）

２，００８ 

（４０）

△２１ 

（ １３）

合  計 
１６，７４１ 

（５５）

１６，６８８ 

（９４）

△５３ 

（ ３９）

  （注）１ 職員数は，府費負担教職員（京都府が給与費を負担している教職員）を除いた一般職（市

長や市会議員などの特別職とは異なり，一般事務や公共工事の施工管理，ごみ収集等の業

務に携わる職員をいいます。）の数です。      

２ １７年度の職員数には，京北町との合併による京北町職員の引継分１７０人（市長部局

等１３１人，上下水道局８人，教育委員会１４人，消防局１７人）を含みます。 

３ 交通局及び上下水道局の職員数は，派遣職員を除いた数です。 

４ （ ）内は，再任用短時間勤務職員（本市退職職員のうち，在職中の知識や経験を活用

し，週３２時間勤務の一般職の地方公務員として職務に従事する者）で外数です。 
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（２）職員数の適正化計画及び進捗状況 

  ア 計画 

    「京都市市政改革実行プラン」に基づき，職員数の更なる適正化を図るため，平

成１６年度から２０年度当初までに，事務事業の効率化，委託化の推進などにより，

全任命権者（市長部局等，消防局，交通局，上下水道局及び教育委員会）を対象に，

増減差し引き１，０００人減を目標として取り組みます。 

  イ 進捗状況 

  年度 １６年度 １７年度

減員数（人） △２０２ △１８４

 （注）１ 減員数は，各年度４月１日現在の職員数（再任用短時間勤務職員を含む。）と前年度

４月１日現在の職員数を比較した数です。 

    ２ ただし，１７年度の減員数は，京北町職員の引継分１７０人を除いた職員数と１６年

度の職員数を比較した数です。 
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（３）定員管理調査における部門別職員数の状況と主な増減理由 

   定員管理調査とは，地方公共団体の職員数の実態を把握するため，当該年度の４月

１日を基準日として，総務省が毎年行っている調査です。 

   なお，職員数の調査手法が異なるため，３ページ「（１）実人員数」とは必ずしも一

致しません。 

職員数（人） 
部門 

平成16年 平成17年

対前年

増減数
主な増減理由 

議 会 34 34 0

総 務 1,496 1,522 26

税 務 719 723 4

労 働 4 4 0

農林水産 83 104 21

商 工 184 186 2

土 木 1,325 1,344 19

民 生 1,922 1,974 52

衛 生 2,377 2,356 △21

一
般
行
政 

小 計 8,144 8,247 103

教 育 2,363 2,327 △36

警 察 0 0 0

消 防 1,868 1,884 16

特
別
行
政 

小 計 4,231 4,211 △20

病 院 665 696 31

水 道 970 962 △8

交 通 1,696 1,603 △93

下 水 道 695 683 △12

そ の 他 408 391 △17

公
営
企
業
等 

小 計 4,434 4,335 △99

（増） 

・環境衛生，保健福祉及び都市整備事業の

推進などに伴う増員 

・京北町の区域の編入及び危機管理体制の

充実に伴う消防職員の増員 

・京北町の区域の編入に伴う職員の引継ぎ

による増員 

（減） 

・事業量の減少，業務執行体制の見直しな

どに伴う減員 

・交通事業に係る職員数の減員 

・水道事業（公共下水道事業を含む。）に 

係る職員数の減員 

合 計 16,809 16,793 △16  

 

（４）定員管理調査における比較（平成１１年度と１６年度） 

   定員管理調査における平成１１年度と１６年度の職員数を比較すると，本市の削減

率は，△９．５％となっています。 

   これは，政令指定都市の中でも，最も高い削減率となっています。 

年度 １１年度 １６年度 減員 削減率 

職員数（人） １８，５６９ １６，８０９ △１，７６０ △９．５％
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第２章 職員の給与の状況 

本市職員の給与は，国と他の地方公共団体の職員の給与や民間の給与，生計費など

を考慮して，市会の議決を経て定められています。また，市長をはじめとする特別職

の報酬などは，学識経験者等で構成される審議会の答申をもとに，同じく市会の議決

を経て定められています。 

 

１ 人件費等の状況 

（１）人件費の状況 

人件費とは，職員への給料や各種手当をはじめ，市長や市会議員などの特別職に支

給された給料，報酬等に要した経費のことをいいます。 

人件費の平成１６年度決算見込みは次のとおりです。 

   

  ア 市長部局等（消防局，教育委員会含む）の状況（普通会計） 

住民基本 

台帳人口 
歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ）

人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

15 年度の

人件費率 

人

1,392,072 

千円 

667,538,062 

千円

△1,347,314 

千円

127,530,756 

％

19.1 

％

19.2 

（注）１ 普通会計とは，地方公共団体間の財政規模やその状況などが相互に比較できるよう，統一

的な基準で整理された会計区分で，一般会計（ごみ収集や福祉事業，教育に係る費用など，

京都市の基本的な業務を行うための経費等で構成された会計区分）とは異なります。 

   ２ 実質収支とは，翌年度に繰り越した支払いや未納金など，本来はその年度に計上されるべ

き支出や収入を加えて差し引いた実質的な収支の差額です。 

 

  イ 公営企業の状況 

区    分 
収益的支出

（Ａ） 
純損益 

人件費 

（Ｂ） 

人件費率 

（Ｂ／Ａ）

自動車運送事業 
千円

20,965,342

千円

862,598

千円 

11,951,909 

％

57.0

交

通

局 

高 速 鉄 道 事 業 
千円

42,114,831

千円

△19,248,494

千円 

5,904,881 

％

14.0

水 道 事 業 
千円

31,295,592

千円

869,492

千円 

8,835,533 

％

28.2

上

下

水

道

局 

公共下水道事業 
千円

53,401,057

千円

1,233,944

千円 

5,776,254 

％

10.8

（注）１ 収益的支出とは，企業の経営活動に伴い発生する全ての費用のことをいいます。 

   ２ 純損益とは，企業の経営活動の結果として得た収入から，その収入を得るためにかかる費用

を差し引いたものをいいます。 
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（２）職員給与費の状況 

   給与とは，給料や扶養手当，民間のボーナスに相当する期末・勤勉手当などの総額

から退職手当を除いたものです。 

   平成１７年度の当初予算に計上された給与費は次のとおりです。 

   なお，職員数は派遣職員数などを除いた予算編成上の値となっていますので，３ペ

ージ「４ 職員数の状況」とは必ずしも一致しません。 

 

  ア 市長部局等（消防局，教育委員会含む）の状況（一般会計） 

給  与  費 
１人当たり 

給与費 職員数

（Ａ） 
給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） （Ｂ／Ａ） 

人

12,820

千円

52,389,457

千円

18,881,462

千円

23,184,090

千円

94,455,009

千円

7,368

 

  イ 公営企業の状況 

給 与 費 

区    分
職員数 

（Ａ） 
給料 職員手当 期末手当 

計 

（Ｂ） 

一人当た

り給与費

（Ｂ／Ａ）

自 動 車

運 送 事 業
898 人 

千円

3,863,119

千円

1,691,155

千円

1,728,739 

千円

7,283,013

千円

8,110

交

通

局 

高 速

鉄 道 事 業
532 人 

千円

2,152,247

千円

942,629

千円

962,198 

千円

4,057,074

千円

7,626

水 道 事 業 976 人 
千円

4,041,072

千円

1,599,210

千円

1,842,694 

千円

7,482,976

千円

7,667

上
下
水
道
局 

公 共 下 水

道 事 業
680 人 

千円

2,984,988

千円

1,128,533

千円

1,369,475 

千円

5,482,996

千円

8,063

 

（３）給与等の減額の状況 

平成１８年３月３１日までの間，市長などの給料，調整手当及び期末手当につきま

しては，市長１５％，副市長及び収入役１０％，常勤の監査委員５％の減額措置を，

また，市会の議長，副議長及び議員の報酬につきましては，５％の減額措置をそれぞ

れ実施しています。 
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（４）ラスパイレス指数の比較（平成１１年度と１６年度） 

ラスパイレス指数とは，国家公務員の給料を１００とした場合の地方公務員の給料

水準を示したものです。 

なお，本市のラスパイレス指数は，平成１１年度及び１６年度のいずれにつきまし

ても，政令指定都市の平均を下回った値となっています。 

    

105        （Ｈ11） （Ｈ16）        （Ｈ11） （Ｈ16） 

        102.7    99.9                 104.3   100.2 

100  

95  

              京都市       政令指定都市平均 
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２ 平均給料及び初任給の状況 

（１）職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額等の状況 

本市職員のうち代表的な職種の平成１７年４月１日現在における平均年齢等の状況

は次のとおりです。 

 

  ア 市長部局等（消防局，教育委員会含む）の状況 

   ① 一般行政職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

483,077 円 
京 都 市 42.5 歳 357,066 円 

421,356 円 

国 40.3 歳 329,728 円 382,092 円 

484,330 円 

参 
 

考 

政令指定都市平均 

（16 年度） 
42.9 歳 361,388 円 

― 

   （注）一般行政職とは，戸籍や年金，福祉などの業務に従事する事務職員と，土木や建築など

の施工管理業務に従事する技術職員等をいいます。 

 

   ② 技能労務職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

419,275 円 
京 都 市 44.4 歳 334,461 円 

389,292 円 

383,060 円 ま ち 美 化 

業 務 員 
37.6 歳 298,746 円 

352,059 円 

350,161 円 
給 食 調 理 員 44.3 歳 300,921 円 

343,907 円 

409,204 円 

 

管 理 用 務 員 49.1 歳 338,053 円 
387,890 円 

国（16 年度） 48.1 歳 283,384 円 323,950 円 

430,719 円 政令指定都市

平均（16年度） 
44.0 歳 331,051 円 

― 

参

考 

民間事業者平均 40.7 歳 ― 360,184 円 
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   ③ 高等学校教育職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

515,961 円 
京 都 市 45.4 歳 408,764 円 

474,325 円 

（注）１ 「平均給料月額」とは，職員の基本給の平均です。 

２ 「平均給与月額」とは，給料月額と諸手当の額を合計したものです。京都市の区分の

うち上段は退職手当，期末・勤勉手当を除く全ての手当込みの額であり，下段は国家公

務員と同じ基準で比較するため，給料，扶養手当，管理職手当，調整手当及び住居手当

の額を合計したものです。 

 

  イ 公営企業の状況 

 平均年齢 基本給 平均月収額 

交 通 局 47.2 歳 403,131 円 651,136 円 

上下水道局 45.3 歳 401,338 円 638,903 円 

（注）１ 「基本給」には，給料のほか調整手当及び扶養手当を含みます。 

２ 「平均月収額」は，平均年収額を１２で除したものであり，基本給のほか，退職手当

を除く全ての手当を含みます。 

 

（２）職員の初任給の状況 

本市職員のうち代表的な職種の平成１７年４月１日現在における初任給等の状況は

次のとおりです。 

 

京都市 国 
区 分 

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料 

大 学 卒 178,000 円 191,400 円 179,800 円 198,600 円一 般 

行政職 高 校 卒 143,300 円 154,300 円 138,800 円 148,500 円

技 能 労 務 職 154,906 円 166,283 円 ― ― 

高 等 学 校 教 育 職 198,000 円 212,400 円 ― ― 

 (注) 技能労務職の初任給は，各職種の職員の平均額です。 
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（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 

本市職員のうち代表的な職種の平成１７年４月１日現在における経験年数別・学歴

別平均給料月額は次のとおりです。 

 

区  分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 

大学卒 281,281円 333,404円 397,966円 

一 般 行 政 職

高校卒 221,210円 280,840円 327,743円 

高校卒 208,914円 237,988円 278,005円 

技 能 労 務 職

中学卒 190,025円 226,702円 272,540円 

高 等 学 校 教 育 職 336,749円 381,577円 411,429円 
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３ 手当の状況 

  職員には，「京都市職員給与条例」等に基づき，各種手当を支給しています。手当の種

類は次のとおりです。 

 

（１）期末手当・勤勉手当 

   期末手当・勤勉手当とは，民間企業のボーナスに当たるものです。 

期末手当は職員の在職期間に応じ，また，勤勉手当は職員の勤務成績に応じて支給

されます。 

平成１６年度の支給割合等は次のとおりです。 

京都市 国 

  期末手当     勤勉手当 

  3.0 月分      1.4 月分 

 【2.6】月分    【1.8】月分 

 （1.6）月分    （0.7）月分 

  期末手当     勤勉手当 

  3.0 月分      1.4 月分 

 

 （1.6）月分    （0.7）月分 

（加算措置の状況） 

・管理又は監督の地位にある職員 

10～23％ 

・係長級以上の職員等    5 ～20％ 

（加算措置の状況） 

・管理職    10～25％ 

・役職      5～20％ 

1 人当たり平均支給年額  

市長部局等       1,932 千円 

交 通 局       1,841 千円 

上下水道局        1,880 千円 

― 

（注）１ 市長部局等には，消防局及び教育委員会を含みます。 

２ 【 】内は，管理又は監督の地位にある職員で任命権者が定めるものに係る支給割合です。 

３ ( )内は，再任用職員に係る支給割合です。 

４ 管理職とは，京都市における管理又は監督の地位にある職員に該当する者をいいます。 

５ 役職とは，京都市における係長級以上の職員等に該当する者をいいます。 
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（２）退職手当 

   退職手当とは，退職時に支給される一時金であり，退職時の給料月額に退職事由（定

年，自己都合など）に応じた支給率を乗じて算出しています。 

本市においては，平成１６年度から１７年度にかけて段階的に勤続２０年以上の退

職者に係る支給率の引き下げ（△５．５％）を行うとともに，退職時特別昇給（勤続

２０年以上の退職者の給料を１号給昇給させる制度）を平成１７年３月から廃止しま

した。 

平成１７年４月１日現在の支給月数等は次のとおりです。 

  

京都市 国 

  自己都合  勧奨・定年 

勤続20年   21.0月分  32.76月分

勤続25年   26.828月分  42.12月分

勤続35年   45.5月分  59.28月分

最高限度額  59.28月分  59.28月分

（その他の加算措置） 

定年前に早期退職した場合（特例退職） 

20％以内

  自己都合  勧奨・定年

勤続20年   21.0月分   27.3月分

勤続25年    33.75月分  42.12月分

勤続35年   47.5月分  59.28月分

最高限度額  59.28月分  59.28月分

（その他の加算措置） 

定年前に早期退職した場合（特例退職）

20％以内

1人当たり平均支給額 

 市長部局等      23,261 千円 

 交 通 局      22,541 千円 

 上下水道局      25,349 千円 

― 

（注）市長部局等には，消防局及び教育委員会を含みます。 

 

（３）調整手当 

調整手当は，地域における物価，生計費の事情を配慮して，地域による実質的な給

与の不均衡を是正する目的で，給与水準を調整するための手当です。 

平成１６年度決算における調整手当の支給実績等は次のとおりです。 

  ア 市長部局等（消防局，教育委員会含む） 

支 給 実 績 5,443,544 千円

支給職員 1人当たり平均支給年額   436,566 円

支給対象地域 支給対象職員数 支給率 国の支給率 

京 都 市 域 12,459 人 10％ 10％ 

東京都の特別区の区域

内に存する勤務公署 
10 人 12％ 12％ 

 （注）旧京北町の職員につきましては，経過措置として平成１８年３月まで，支給率を６％としてい

ます。 
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  イ 公営企業 

支 給 実 績 677,332 千円

支給職員 1人当たり平均支給年額 461,398 円

支給対象地域 支給対象職員数 支給率 

交 
 

通 
 

局 

京 都 市 域 1,468 人 10％ 

支 給 実 績 738,863 千円

支給職員 1人当たり平均支給年額 448,339 円

支給対象地域 支給対象職員数 支給率 

京 都 市 域 1,646 人 10％ 

上 

下 

水 

道 

局 東京都の特別区の区域 

内に存する勤務公署 
   2 人 12％ 

 （注）旧京北町の職員につきましては，経過措置として平成１８年３月まで，支給率を６％としてい

ます。 

 

（４）特殊勤務手当 

   特殊勤務手当は，著しく危険・不快，不健康などの特殊な勤務に従事する職員に支

給される手当です。 

平成１７年４月１日現在，特殊勤務手当には次のものがあります。 

 

 ア 市長部局等（消防局，教育委員会含む） 

手当の名称 主な支給対象職員，支給対象業務 支給単価 

航 空 業 務 手 当 航空業務に従事する職員 

1回300円以内 

又は1時間900円以内 

又は月額120,000円以内 

消 防 特 殊 業 務 

手 当 

消防作業等に従事する職員 

 

1回2,000円以内 

又は1時間620円以内 

又は日額4,000円以内 

事業用電気工作

物 保 安 監 督 等 

手 当 

電気主任技術者，ボイラー・タービン主任

技術者及びボイラー取扱作業主任者 

 

月額4,000円以内 

特 殊 現 場 作 業 

手 当 

特殊な現場における困難な業務に従事す

る職員 
日額1,200円以内 
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手当の名称 主な支給対象職員，支給対象業務 支給単価 

動 物 取 扱 作 業 

手 当 
動物の飼育，保管，処分等に従事する職員

1回270円以内 

又は日額1,500円以内 

放射線取扱手当 放射線を照射する業務に従事する職員 日額230円以内 

保 健 医 療 業 務 

手 当 

公衆衛生又は地域医療に関する業務に従

事する職員 

1回1,000円以内 

又は日額1,500円以内 

社 会 福 祉 業 務 

手 当 

社会福祉法等に定める施設等において，福

祉六法の規定に基づく業務に従事する職

員 

1回500円以内 

又は日額1,500円以内 

用地交渉等手当 土地の取得等に係る交渉に従事する職員 日額260円以内 

賦 課 徴 収 業 務 

手 当 

市税等の賦課，徴収，収納等に直接従事す

る職員 
日額600円以内 

大 学 院 研 究 科 

手 当 

芸術大学に勤務する教授，助教授及び講師

で，学部の授業に加え，大学院研究科の授

業を常時担当するもの 

月額22,100円以内 

能 率 手 当 

特に精神的な緊張を強いられる勤務，作業

の質的な困難性が高い勤務，特に時間的な

負担が掛かる勤務等に従事し，高度の能率

を上げた職員 

1の年度を通じて給料月額の

12倍の100分の25以内 

隔 日 勤 務 手 当 
正規の勤務が2日にわたり，その間24時間

拘束される職員 
1回給料月額の130分の1以内

変 則 勤 務 手 当 
勤務時間の全部又は一部が深夜，早朝等著

しく変則的な時間に属する職員 

1回4,400円以内 

又は日額12,000円以内 

遠隔地勤務手当 

本市の区域外又は通勤若しくは生活の著

しく不便な地域に存する勤務公署に勤務

する職員 

月額70,000円以内 
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  イ 公営企業 

  （ア）交通局 

手当の名称 主な支給対象職員，支給対象業務 支給単価 

能 率 手 当 市長部局等と同じ 市長部局等と同じ 

隔日勤務手当

バス営業所における事務職員及び地下

鉄駅関係職員で，24時間交代勤務，営

業時間交代勤務に従事するもの 

勤務１回につき 

24時間交代勤務 600円 

営業時間交代勤務 500円 

仮 泊 手 当
地下鉄乗務員で仮泊勤務に従事するも

の 
勤務１回につき600円 

中休仕業勤務

手 当

バス運転士，地下鉄乗務員で，中休勤

務（朝・夕ラッシュ時に乗務する勤務）

に従事するもの 

10分につき45円 

実務指導手当
バス運転士，地下鉄乗務員で，研修生

の実務指導に従事するもの 

１指導期間につき2,000円 

又は3,000円 

年末年始手当
年末年始（12月29日から1月3日）に出

勤する職員 

1日につき3,200円 

又は3,900円 

 

 （イ）上下水道局 

手当の名称 主な支給対象職員，支給対象業務 支給単価 

三 直 制 手 当
三直勤務（24時間３交替制勤務）に従

事する職員及び守衛 
1回につき1,500円又は900円

特 異 性 手 当

浄水作業に従事する職員・水質試験に

従事する職員・守衛・用地管理の業務

に従事する職員等 

 

日額150円～650円 

主任職長手当主任及び職長 月額4,000円 

奨 励 金

水道メーターの点検又は取換業務に従

事する職員，水道料金及び下水道使用

料の未納集金に従事する職員，下水道

の調査・計量業務に従事する職員 

 

 

1件につき6円～42円 
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手当の名称 主な支給対象職員，支給対象業務 支給単価 

能 率 手 当

①水質検査に従事する職員 

②水道の不正使用を発見，処理した職

員 

③宿日直勤務に従事した職員 

④年末年始に勤務した職員 

⑤企業の実態に即して業務能率及び技

能を高度に発揮させる必要ある業務に

従事した職員等 

①月額3,600円 ②発見1件

につき1,000円，処理1件につ

き当該追徴金の20%以内 ③

1回につき超勤2時間相当額

④勤務1回につき3,700円（4

時間勤務以内）から9,200円

（24時間勤務） ⑤1の年度

を通じて給料月額の12倍の

100分の25以内 

 

 （平成１６年度決算における支給実績） 

 支給実績 
支給職員 1人当たり

平均支給年額 

職員全体に占める 

手当支給職員の割合 

手当の種類

（手当数）

市長部局等 

（消防，教育含む） 
1,909,112 千円 293,348 円 52.2％ １５ 

交 通 局 114,299 千円 87,855 円 85.4％ ６ 
公

営

企

業 

上 下 

水 道 局 
240,362 千円 188,471 円 77.8％ ５ 

 

（５）時間外勤務手当 

   時間外勤務手当は，正規の勤務時間外に勤務した職員に支給する手当です。 

平成１６年度決算における支給実績等は次のとおりです。 

    

平成１６年度 平成１５年度（参考） 

 
支給実績 

職員 1人当たり

平均支給年額 
支給実績 

職員 1人当たり平

均支給年額 

市長部局等 

（消防，教育含む） 
3,348,885 千円 271 千円 3,451,717 千円 278 千円

交 通 局 1,130,289 千円 736 千円 1,217,973 千円 745 千円

上下水道局 590,603 千円 358 千円 618,737 千円 368 千円

(注)交通局及び上下水道局につきましては，市長部局の休日勤務手当（２０ページ参照）に相当する

手当を含めて時間外勤務手当として支給しています。 
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（６）その他の手当 

   平成１７年４月１日現在，その他の手当には次のものがあります。 

なお，支給実績は，平成１６年度決算の数値です。また，[ ]内は国の状況で，当

該記載の無い箇所は京都市と同じです。 

 

  ア 初任給調整手当 

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員 1 人当り

平均支給年額 

医療職給料表の適用を受ける職員で大

学卒業の日から原則として 37 年以内

に採用されたもの 

100,400 円市長部

局 等 
消防・教育 

含 む 
行政職給料表の適用を受ける医師等で

大学卒業の日から原則として 37 年以

内に採用されたもの 

50,200 円

46,284 

千円 

1,028,533

円

 

  イ 扶養手当 

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員 1 人当り

平均支給年額 

市長部

局 等 
消防・教育 

含 む 

配偶者 

 

その他の扶養親族 2人まで 

 

配偶者がない場合の扶養親族 1人のみ

 

扶養親族でない配偶者がある場合の扶

養親族 1人のみ 

 

その他 

 

満 16 歳の年度初めから満 22 歳の年度

末までの間にある子 

15,300 円 

[13,500円]

6,400 円 

[6,000 円]

12,200 円 

[11,000円]

7,200 円 

[6,500 円]

5,000 円 

1 人につき 

5,000 円加算 

1,888,536 

千円 

264,909

円

交通局 市長部局と同じ 
315,774 

千円 

264,025

円

上 下 

水道局 
市長部局と同じ 

305,914 

千円 

266,676

円
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  ウ 単身赴任手当 

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員 1 人当り 

平均支給年額 

市長部

局 等 
消防・教育 

含 む 

次の 4つの支給要件を満たす職員に支給する 

ア 勤務公署を異にする異動に伴い，住居を移転 

イ やむをえない事情により同居していた配偶者等

と別居 

ウ 異動前の住居から異動後の勤務公署に通勤する

ことが通勤距離等を考慮して困難 

エ 単身で生活することを常況としている 

  

基礎額               23,000 円 

 加算額 職員の住居と配偶者の住居との間の交通

距離が 100km 以上の場合，その距離に応じ 

6,000 円～45,000 円

5,677 

千円 

283,850

円

上 下 

水道局 
市長部局と同じ 

0 

円 

0

円

 

  エ 通勤手当   

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員 1 人当り

平均支給年額 

市長部

局 等 
消防・教育 

含 む 

交通機関等利用者 

 全額支給限度額           55,000 円 

交通用具使用者 

片道 5㎞未満            2,000 円 

片道 5㎞以上 10km 未満        4,100 円 

以下，5㎞増加するごとに，2,400 円加算 

片道 40km 以上 45km 未満             20,900 円 

 以下，5㎞増加するごとに，900 円加算 

片道 60km 以上                      24,500 円 

1,306,960

千円 

115,374

円

交通局 市長部局と同じ 
129,835 

千円 

92,147

円

上 下 

水道局 
市長部局と同じ 

183,298 

千円 

173,772

円



 

 - 20 -

  オ 住居手当 

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員 1 人当り

平均支給年額 

市長部

局 等 
消防・教育 

含 む 

世帯主等で住居費用を負担している者に支給 

扶養親族を有する者等       11,500 円 

その他の者            10,500 円 

 

[借家又は借間居住者で家賃が 12,000 円を超える者

27,000 円以内] 

[持家居住者（新築又は購入後 5年未満）2,500 円] 

 

1,292,372

千円 

131,486

円

交通局 市長部局と同じ 
199,861 

千円 

137,740

円

上 下 

水道局 
市長部局と同じ 

202,172 

千円 

137,328

円

 

カ 休日勤務手当 

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員 1 人当り

平均支給年額 

市長部

局 等 
消防・教育 

含 む 

正規の勤務として次に掲げる日に勤務した場合 

ア 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

イ 1月 1日・2日・3 日及び 12 月 29 日・30 日・31 日 

勤務 1 日につき，勤務 1 時間当りの給与額に 100 分

の 35 を乗じて得た額の 8倍相当額以内 

 

[休日給として，勤務時間 1時間につき勤務 1時間当

り給与額の 100 分の 135 を支給] 

1,165,300

千円 

483,527

円

(注)交通局及び上下水道局につきましては，市長部局の休日勤務手当に相当する手当を含めて時間外

勤務手当（１７ページ参照）として支給しています。 
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キ 夜間勤務手当 

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員 1 人当り

平均支給年額 

市長部

局 等 
消防・教育 

含 む 

正規の勤務として午後10時から翌日の午前5時の間

に勤務した場合 

1 時間につき，1時間当りの給与額の 100 分の 35 

 

[1 時間につき，1時間当りの給与額の 100 分の 25] 

260,991 

千円 

158,368

円

交通局 市長部局と同じ 
114,543 

千円 

95,692

円

上 下 

水道局 
1 時間につき，1時間当りの給与額の 100 分の 30 

64,766 

千円 

339,984

円

 

ク 宿日直手当 

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員 1 人当り

平均支給年額 

市長部

局 等 
消防・教育 

含 む 

本来の勤務以外の勤務として宿直勤務又は日直勤務

をした場合 

 勤務 1回につき 4,400 円以内 

（医師等については 23,000 円以内） 

[勤務 1回につき 4,200 円 

 （入院患者の病状の急変等に対処するための医師

等の当直勤務は 20,000 円以内）] 

22,783 

千円 

632,861

円

交通局 

本来の勤務以外の勤務として宿直勤務又は日直勤務

をした場合 

 勤務 1回につき 2,800 円以内 

0 

円 

0

円

上 下 

水道局 
市長部局と同じ 

77,011 

千円 

204,012

円
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ケ 管理職手当 

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員 1 人当り

平均支給年額 

市長部

局 等 
消防・教育 

含 む 

課長及びこれに準じる者以上の職員で，任命権者が

特に必要と認めるもの 

 給料月額の 100 分の 25 以内 

 

[俸給の特別調整額として，俸給月額に対し 100 分の

25 以内] 

730,813 

千円 

708,839

円

交通局 

指定職員（係長級以上の職員）に対して支給 

 給料月額の 100 分の 25 以内 

ただし，平成１５年度から平成２０年度まで 

下記のとおり減額措置を行っている。 

管理者         １００％減額 

局長級          ９０％減額 

部長級          ８０％減額 

課長級          ７０％減額 

課長補佐・係長級     ６０％減額 

70,003 

千円 

451,632

円

上 下 

水道局 

指定職員（係長級以上の職員）に対して支給 

 給料月額の 100 分の 25 以内 

189,144 

千円 

713,976

円

 

コ 管理職員特別勤務手当 

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員 1 人当り

平均支給年額 

市長部

局 等 
消防・教育 

含 む 

管理又は監督の地位にある職員で任命権者が定める

ものが臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必

要により，休日に勤務した場合において，任命権者

が特に必要と認めるとき 

 勤務 1回につき 12,000 円以内 

 

[勤務 1回につき 12,000 円以内 

（指定職については 18,000 円）] 

14,440 

千円 

192,533

円

交通局 市長部局と同じ 
0 

円 

0

円

上 下 

水道局 
市長部局と同じ 

791 

千円 

5,071

円
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４ 特別職の報酬等の状況 

  市長や市会議員などの特別職職員の報酬等は，市内の公共団体などの代表者で構成さ

れた「京都市特別職報酬等審議会」の答申をもとに，市会の議決を経て定められていま

す。 

市長，副市長及び収入役には，給料，調整手当，期末手当及び退職手当が，議長，副

議長及び議員には，報酬及び期末手当が支給されます。 

 

区分 給料月額等 

 政令指定都市における最高／最低額（16 年度）

市 長 1,181,500 円 1,480,000 円／735,000 円     

副市長 990,000 円 1,190,000 円／924,000 円     

給

料 

収入役 873,000 円 970,000 円／792,000 円     

議 長 1,064,000 円 1,240,000 円／728,000 円     

副議長 978,500 円 1,090,000 円／664,000 円     
報

酬 
議 員 912,000 円 1,000,000 円／621,000 円     

市 長 

副市長 

収入役 

期

末

手

当 

議 長 

副議長 

議 員 

（１６年度支給割合） 

 

６月期   １．６月分 

１２月期   １．７月分 

  計    ３．３月分 

 （算定方式） （支給時期） 退

職

手

当 

市 長 

副市長 

収入役 

給料月額×在職月数×100 分の 61 

給料月額×在職月数×100 分の 47 

給料月額×在職月数×100 分の 33 

任期ごと 

（注）平成１８年３月３１日までの間，市長などの給料，調整手当及び期末手当につきましては，市長

１５％，副市長及び収入役１０％，常勤の監査委員５%の減額措置を，また，市会の議長，副議長

及び議員の報酬につきましては，５％の減額措置をそれぞれ実施しています。 

 



 

 - 24 -

５ 級別職員数の状況 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成１７年４月１日現在） 

   職員の給料は，職務の内容と責任の重さに応じて設けられた職務の級によって定め

られています。 

市長部局等（消防局，教育委員会含む）の職員のうち，医師，薬剤師，研究員など

を除いた一般行政職員の状況は次のとおりです。 

区分 
標準的な 

職務内容 
職員数(人) 

構成比 

（％） 

１年前の 

構成比 

５年前の 

構成比 

１０級 
局 長 

区 長 
４７ 0.6 0.6 0.7

９級 
部 長 

副 区 長 
１１８ 1.5 1.6 1.6

８級 課 長 ５１８ 6.7 6.5 6.4

７級 課 長 補 佐 ３３６ 4.4 3.9 4.3

６級 係 長 ８８２ 11.5 11.8 10.7

５級 統 括 主 任 １，２１８ 15.8 14.8 10.6

４級 主 任 １，７５６ 22.8 23.7 27.4

３級 上 級 職 員 １，７４５ 22.7 22.7 22.9

２級 中 級 職 員 ９０１ 11.7 12.0 13.1

１級 初 級 職 員 １７６ 2.3 2.4 2.3

合計  ７，６９７ 100.0 100.0 100.0

（注） 標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職名です。 
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（２）昇給期間短縮の状況 

職員が，１２箇月以上の期間を良好な成績で勤務したときは，１号給上位の号給に

昇給させることができます。 

一方，勤務成績が特に良好な職員などにつきましては，昇給に必要な期間を短縮す

る措置を行うことがあります。 

昇給期間の短縮の実施状況は次のとおりです。 

 

市長部局等（消防局及び教育委員会（教員除く）含む） 

年 度 
職員数 

（Ａ） 

昇給に必要な期間を短縮

して昇給した職員（Ｂ） 

比率 

（Ｂ/Ａ） 

平成 16 年度 12,521 人 2,371 人 18.9％ 

平成 15 年度 12,560 人 2,331 人 18.6％ 
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第３章 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

本市職員の勤務時間その他の勤務条件につきましても，給与と同様，国と他の地方

公共団体の職員との均衡等を考慮して，条例によって定められています。 

１ 職員の勤務時間について 

職員の勤務時間につきましては，「京都市職員の勤務時間，休日，休暇等に関する条例」

（以下「勤務時間条例」という。）等によって定められています。 

職員の勤務時間は，原則として午前８時３０分から午後５時１５分までとし，その途

中に３０分の休息時間と，４５分の休憩時間を設けています。 

なお，業務の性質上，必要があると認める場合は，特別の定めをしています。 

 

２ 休暇制度について 

  休暇制度につきましても勤務時間と同様，「勤務時間条例」等により定められています。 

 

（１）年次休暇の状況 

   年次休暇は，４月１日から始まり３月３１日で終わる年次の間に２０日与えられ，

原則として１日又は半日単位で取得できます。ただし，新規に採用された職員には，

採用された月に応じて１日から２０日までの範囲で与えられます。 

   また，その年次に使用しなかった年次休暇の日数は，２０日を限度として翌年次に

繰り越して使用することができます。 

   平成１６年度の年次休暇の取得状況は次のとおりです。 

 

 
総付与日数 

A 

総使用日数 

B 

対象職員数

C 

平均取得日数 

B／C 

取得率 

B／A 

市長部局等 338,725 日 130,119.5 日 9,202 人 14.1 日 38.4％

消 防 局 73,313 日 28,688.0 日 1,900 人 15.1 日 39.1％

交 通 局 55,301 日 27,842.0 日 1,561 人 17.8 日 50.3％

上下水道局 60,210 日 28,692.0 日 1,649 人 17.4 日 47.7％

教育委員会 305,351 日 90,787.8 日 7,991 人 11.4 日 29.7％
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（２）特別休暇等の状況 

ア 特別休暇等    

平成１７年４月１日現在における特別休暇等の種類等は次のとおりです。 

休暇の種類 付与日数，取得期間等 

出産休暇 
女性職員の出産予定日以前８週間（多胎妊娠の場合は１４週間）産

後８週間 

生理休暇 女性職員が生理のため著しく勤務が困難な場合，１回３日以内 

結婚休暇 職員が結婚した場合，７日以内 

服喪休暇 職員の配偶者又は３親等以内の親族が死亡した場合，７日以内 

ボランティア 

活動休暇 

職員が自発的に，かつ報酬を得ないで国内において社会貢献活動を

行う場合，１年次につき合計で５日以内 

任命権者の承認

があったとき 
（例）病気休務 

 

イ 介護休暇 

職員は，負傷，疾病などにより日常生活を営むことに支障がある配偶者，１親等

の親族又は同居の２親等の親族を介護する場合に，介護休暇を取得することができ

ます。 

 

  ウ 育児休業及び部分休業 

    育児休業に関する制度には，３歳に満たない子を養育するために休業することが

できる育児休業制度と，同じく３歳に満たない子を養育するために１日の勤務時間

の一部について勤務しないことができる部分休業制度があります。 

平成１６年度における育児休業及び部分休業の取得状況は次のとおりです。 

 

（単位：件）  

育児休業 
 

新規承認 期間延長 
部分休業 

市 長 部 局 等 ８３（ ４） １９（ ０） １５（ １）

消 防 局 １０（ ０）  ０（ ０）  １（ ０）

交 通 局  １（ １）  １（ ０）  １（ ０）

上 下 水 道 局  ２（ ０）  １（ ０）  ０（ ０）

教 育 委 員 会  ７６（ ０）  ５０（ １）  ０（ ０）

合 計  １７２（ ５）  ７１（ １） １７（ １）

 （注）( )内の数字は男性職員の数で内数です。 
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第４章 職員の分限及び懲戒処分の状況 

   分限処分は，心身の故障などにより職員がその職務を十分に果たすことができない

場合などに，職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分で，免職，休職，

降任があります。 

 一方，懲戒処分は，職員の服務規律違反（法令に反したり，円滑な公務の遂行を妨

げる等の行為）に対して科す制裁としての処分で，免職，停職，減給，戒告がありま

す。  

 

１ 職員の分限処分の状況（平成１６年度） 

任命権者は，「地方公務員法」で定める事由（下表の「区分」欄参照）がある場合に職

員を降任又は免職することができ，「地方公務員法」又は条例に定めがある場合に職員を

休職させることができるとされています。 

（単位：人） 

区 分 免職 休職 降任 計 

勤務実績が良くない場合 

（法第 28条第 1項第 1号） 

１ 

（０）
― 

０  

（０） 

１ 

（０）

心 身 の 故 障 の 場 合 

（法第28条第1項第２号） 

０ 

（０）

２５６ 

（３０１）

０  

（１） 

２５６ 

（３０２）

必要な適格性を欠く場合 

（法第28条第1項第３号） 

０ 

（０）
― 

０  

（０） 

０ 

（０）

職制，定数の改廃，予算の減少に

より廃職，過員を生じた場合 

（法第 28 条第 1 項第４号） 

０ 

（０）
― 

０  

（０） 

０ 

（０）

刑事事件に関し起訴された場合 

（法第 28 条第２項第２号） 
― 

２ 

（１）
― 

２ 

（１）

合 計 
１ 

（０）

２５８ 

（３０２）

０  

（１） 

２５９ 

（３０３）

（注）１ 分限処分としての免職とは，公務能率を維持する見地から職員の意に反してその職を失わせ

る処分のことをいいます。 

 休職とは，職員に一定期間職務に従事させない処分のことをいいます。 

     降任とは，職員を現在よりも下位の職に任命する処分のことをいいます。 
２ 同一の者が複数回にわたって処分された場合には，処分１件につき１人として計上していま

す。 

３（ ）内は前年度の処分者数です。 
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２ 職員の懲戒処分の状況（平成１６年度） 

任命権者は，「地方公務員法」で定める事由（下表の「区分」欄参照）がある場合，職

員に対する懲戒処分として，戒告，減給，停職又は免職の処分を行うことができるとさ

れています。 

 

（１）事由別・種類別処分数について 

(単位：人) 

区 分 免 職 停 職 減 給 戒 告 計 

一 般 服 務 関 係 

（欠勤，勤務態度不良等） 
― 

１１ 

（１０）
― 

１  

（３） 

１２ 

（１３）

通常業務処理関係 

（処理手続不遵守等） 
― 

０ 

（３）

０ 

（１）

０  

（１２） 

０ 

（１６）

公金公物取扱関係 

（紛失，不正取扱等） 
― ― ― ― ― 

横 領 等 関 係 
１ 

（１）
― ― ― 

１ 

（１）

収 賄 ・ 供 応 関 係 ― ― ― ― ― 

交 通 事 故 ・ 交 通 

法 規 違 反 関 係 

１ 

（０）

２ 

（６）

２４ 

（３２）

２９  

（３４） 

５６ 

（７２）

公 務 外 非 行 関 係 
４ 

（３）

１ 

（３）

０ 

（２）

０  

（１） 

５ 

（９）

監督不行届等関係 ― ― 
０ 

（１）

５  

（８） 

５ 

（９）

計 
６ 

（４）

１４ 

（２２）

２４ 

（３６）

３５  

（５８） 

７９ 

（１２０）

（注）１ 懲戒処分としての免職とは，懲罰として職員を勤務関係から排除することをいいます。 

停職とは，懲罰として職員を職務に従事させない処分のことをいいます。 

減給とは，一定期間，職員の給料の一定割合を減額して支給する処分のことをいいます。 

戒告とは，職員の規律違反を戒める処分のことをいいます。 

２ 同一の者が複数回にわたって処分された場合には，処分１件につき１人として計上してい

ます。 

３（ ）内は前年度の処分者数を示します。 
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（２）任命権者別・種類別処分数について 

（単位：人） 

 
局 名

等 

処 

分 

数 

構成

比

（％） 
免職 停職 減給 戒告

在職者

数 

在職者

比(％) 

前年度

処分数

対前年

度増減

市 長 

部局等 
１６ 20.2 ５ ５ ０ ６ 9,587 0.17  ２８ △１２

消防局 １ 1.3 ０ １ ０ ０ 1,888 0.05  ２ △１

交通局 
５５ 

(51) 
69.6 ０ 

５

（1）

２４

（24)

２６

（26)
1,585

3.47 

(3.22) 

 ８０

（68）

△２５

(△17)

上下水

道 局 
６ 7.6 ０ ３ ０ ３ 1,652 0.36  ６ ０

教育委

員 会 
１ 1.3 １ ０ ０ ０ 8,678 0.01  ４ △３

合 計 ７９ 100.0 ６ １４ ２４ ３５ 23，390 0.34 １２０ △４１

（注）１ 教育委員会には学校教員を含みます。 

   ２ 在職者数は平成１６年４月１日現在の数です。 

３ 同一の者が複数回にわたって処分された場合には，処分１件につき１人として計上してい

ます。 

４ 交通局の（ ）内の数は，業務上の運転事故等による処分数で，内数です。 

 

（参考）市長部局等における局区別の処分数について   （単位：人） 

 

局 名 等 処分数 構 成 比

（ ％ ）
免 職 停 職 減 給 戒 告 

環 境 局 ８ 50.0% ２ ３ ０ ３ 

保 健 福 祉 局 ２ 12.5% １ １ ０ ０ 

区 役 所 ６ 37.5% ２ １ ０ ３ 

合 計 １６ 100.0% ５ ５ ０ ６ 
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３ 京都市職員の懲戒処分に関する指針について 

（１）指針制定の目的 

本指針は，過去の不祥事例を類型化し，標準的な懲戒処分の基準を掲げることによ

り，本市職員の服務規律違反等に対してより一層厳正かつ公正に対処するとともに，

不祥事の防止に資することを目的とし，平成１４年１０月に制定したものです。 

なお，具体的な処分の決定に当たっては，服務規律違反等の原因，動機，性質，態

様，結果，影響や故意又は過失の度合いなどを総合的に考慮したうえで判断すること

としています。 

 

（２）処分基準等 

   服務規律違反等の種類による懲戒処分の程度は次のとおりです。 

区   分 服務規律違反等 懲戒処分 

欠勤 免職又は停職 

遅参・早退 戒告 

休暇等の虚偽申請 減給又は戒告 

勤務態度不良 減給又は戒告 

職場内秩序びん乱 免職～戒告 

虚偽報告 減給又は戒告 

争議行為等 免職～戒告 

秘密の漏えい 免職又は停職 

副業行為 停職，減給又は戒告 

セクシュアル・ハラスメント等 免職～戒告 

一般服務関係 

不適切な事務処理 減給又は戒告 

横領等 免職 

紛失 戒告 

盗難 戒告 

公物損壊 減給又は戒告 

諸給与の違法支払・不適正受給 減給又は戒告 

公金及び公物

の取扱い関係 

公金公物処理不適正 減給又は戒告 

収賄 免職 収賄・供応関係 

倫理保持義務違反 

（倫理条例及び同施行規則違反）
免職～戒告 

 



 

 - 32 -

 

区   分 服務規律違反等 懲戒処分 
傷害 免職又は停職 
暴行 停職又は減給 
公務執行妨害・職務強要 免職又は停職 
偽計業務妨害・威力業務妨害 停職又は減給 
器物損壊 減給又は戒告 
窃盗・詐欺・恐喝 免職又は停職 
賭博 停職，減給又は戒告 
麻薬・覚せい剤等の使用又は所持 免職 
淫行 免職又は停職 

公務外非行 

痴漢行為等 停職又は減給 
公務中での死亡事故等 停職又は減給 
公務中での傷害事故 減給又は戒告 
公務中での悪質な交通法規違反 停職，減給又は戒告 
公務中での重過失による物損事

故 
減給又は戒告 

酒酔い運転又は酒気帯び運転で

の死亡事故 
免職 

酒酔い運転又は酒気帯び運転で

の傷害事故 
免職又は停職 

酒酔い運転又は酒気帯び運転で

の物損事故 
免職，停職又は減給 

酒酔い運転 免職，停職又は減給 
酒気帯び運転 停職，減給又は戒告 
人身事故後の措置義務違反 免職又は停職 

交通事故・交通

法規違反関係 

物損事故後の措置義務違反 停職又は減給 
監督不行届等関係 部下の服務規律違反等を隠蔽，黙

認等 

停職又は減給 

 

（３）処分の加重又は軽減等 

ア 複数の服務規律違反等を行った場合の取扱い 

    複数の服務規律違反等を行った場合には，基準として掲げられた懲戒処分の種類

のうち最も重い処分より重い処分を行うこととしています。 

イ 情状等による加重及び軽減等 

    職員が行った行為の態様等が極めて悪質であるとき等には，基準として掲げられ

た懲戒処分より重い懲戒処分を行うことができます。また，職員の日頃の勤務態度

が極めて良好であるとき等には，基準として掲げられた懲戒処分より軽い懲戒処分

を行うこととしています。 
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第５章 職員の服務の状況 

職員の服務の根本基準は，「地方公務員法」第３０条に「すべて職員は，全体の奉仕

者として公共の利益のために勤務し，且つ，職務の遂行に当たっては，全力を挙げて

これに専念しなければならない。」と規定されています。 

この規定に基づき，同法第３８条では，営利企業等への従事制限を職員に課してい

るほか，本市では，職務に係る倫理の保持等に関し，職員として守るべき事項を条例

や規則において定めています。 

１ 職員の職務に係る倫理の保持に関する状況 

職員の公正な職務の執行に対する市民の皆様の疑惑や不信を招くような行為の防止を

図るとともに，職員の倫理観の高揚を図り，公務に対する市民の皆様の信頼を確保する

ことを目的とし，平成１２年３月に「京都市職員の倫理の保持に関する条例」（以下，「倫

理条例」といいます。）を制定しました。 

この「倫理条例」に基づく届出等の状況は次のとおりです。 

 

（１）職員の職務に利害関係を有する者（以下「利害関係者」といいます。）との接触に当

たって，職務上必要であると認められる行為についての届出件数等 

職員は利害関係者との接触に当たっては，接待を受けるなどの行為をしてはなりま

せんが，職務上必要であると認められる場合には，任命権者に届出をすることにより

行うことができます。 

平成１６年度における当該届出の状況は次のとおりです。 

（単位：件）  

（注） 閲覧請求の対象となるものの件数とは，課長級以上の職員に係る届出のうち，「倫理条例」

左の内容別内訳 

局名等 
届出 

件数 

会議と一体のものとして，

利害関係者から簡素でな

い飲食物の提供を受け，又

は利害関係者と共に簡素

でない飲食をしたもの 

その他任命

権者が職務

上必要であ

ると認めた

もの 

 

うち閲覧請

求の対象と

なるものの

件数 

（参考） 

平成 15 年度

における届

出件数 

 

市長部局等 ８６  ８５ １ ０ １３１

消 防 局 ０   ０ ０ ０   ０

交 通 局 ０   ０ ０ ０   ０

上下水道局 ０   ０ ０ ０   ０

教育委員会 ０   ０ ０ ０   ０

合 計 ８６  ８５ １ ０ １３１



 

 - 34 -

第１０条第２項に規定する贈与等により受けた利益又は報酬支払により受けた報酬の価額が，

１件に月２０，０００円を超える届出の件数をいいます。 

 

（２）夜間において利害関係者と共に自己の費用を負担して簡素でない飲食をするに当た

っての許可件数等 

職員が，利害関係者と共に飲食することは禁止されていますが，自己の費用を負担

する場合はこの限りではありません。ただし，たとえ自己の費用を負担した場合であ

っても，夜間に簡素でない飲食をするに当たっては，任命権者が公正な職務の執行に

対する市民の皆様の疑惑や不信を招くおそれがないと認めて許可するものに限ります。 

平成１６年度における当該許可の件数は次のとおりです。 

（単位：件） 

局名等 申請件数 許可件数 
平成 15 年度におけ

る許可件数（参考）

市 長 部 局 等 １０２ １０２ １０３

消 防 局 ０ ０ ０

交 通 局 ３ ３ ４

上 下 水 道 局 ０ ０ ５

教 育 委 員 会 ６ ６ ０

合 計 １１１ １１１ １１２

 

（３）利害関係者からの依頼により報酬を受けて講演等を行うに当たっての承認件数等 

職員は，利害関係者からの依頼により報酬を受けて講演などを行う場合には，あら

かじめ任命権者の承認が必要となります。平成１６年度に当該承認事案はありません

でした。 
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（４）課長級以上の職員が事業者等から受けた贈与等又は報酬支払についての報告書（以

下「贈与等報告書」といいます。）の提出件数等 

課長級以上の職員は，事業者等から 1 件５，０００円を超える贈与等又は報酬支払

を受けたときは，その利益又は報酬の価額等を記載した贈与等報告書を任命権者に提

出しなければなりません。 

平成１６年度における贈与等報告書の提出件数は次のとおりです。 

   （単位：件） 

（注）１ 事業者等とは，法人その他の団体及び事業を行う個人をいいます。 

２ 会食には，それに伴い提供された物品の贈与を含みます。 

３ 閲覧請求の対象となるものの件数とは，「倫理条例」第１０条第２項に規定する贈与等によ

り受けた利益又は報酬支払により受けた報酬の価額が，１件につき２０，０００円を超える

贈与等報告書の件数をいいます。 

 

（５）利害関係者からの「倫理条例」において禁止された行為の働き掛けに係る報告書の

提出件数等 

職員は，利害関係者から「倫理条例」の規定により禁止された行為の働き掛けがあ

ったときは，その旨を倫理監督職員（職員の倫理を監督し，倫理の保持に関する必要

な指導，助言等を行う職員のことをいいます。）に文書で報告しなければなりません。

平成１６年度に当該報告書の提出事案はありませんでした。 

左の内容別内訳 

局名等 
提 出 

件 数 

金

銭

の

贈

与 

の

譲

受

け

有

価

証

券

の

物

品

の

贈

与

有

価

証

券

以

外

不

動

産

の

贈

与 

役

務

の

提

供 

会

食 
うち閲覧

請求の対

象となる

ものの件

数 

（参考） 

平成 15 年

度におけ

る提出件

数 

 

 

市長部

局等 
５９ ０ ０ ０ ０ ０ ５９ ０   ５１

消防局 ２ ２ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０

交通局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

上下水

道局 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

教育委

員会 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合計 ６１ ２ ０ ０ ０ ０ ５９ １ ５１
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２ 営利企業等への従事許可の状況 

「地方公務員法」では，職員は任命権者の許可を受けなければ，営利を目的とする会

社の役員などに就任すること，営利を目的とする私企業を営むこと，報酬を得て他の事

務，事業に従事することを禁止されています。 

ただし，職務遂行上の能率の低下を招くおそれがなく，従事しようとする営利企業等

との間に特別な利害関係がない場合などには，許可することができるとされています。 

このような例としては，職務上得られた知識や経験を活用し，大学などの教育機関で

の講義や，専門書等の執筆の依頼を受ける場合などがあります。 

平成１６年度における営利企業等への従事許可の状況は次のとおりです。 

 

（単位：件）      

区     分 許 可 件 数 

市 長 部 局 等 ３７０       

消 防 局 ５       

交 通 局 １０       

上 下 水 道 局 ２１       

教 育 委 員 会 ０       

合     計 ４０６       
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第６章 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

「地方公務員法」では，任命権者は勤務能率の発揮及び増進のために，職員に研修

を受ける機会を提供しなければならないとされています。この規定に基づき，各任命

権者において様々な研修を実施しています。 

また，同法では，任命権者は職員の執務について定期的に勤務成績の評定を行い，

その評価に応じた措置を講じなければならないとされています。 

地方公共団体の事務を能率的・効率的に執行することは，住民の福祉増進のために

も必要不可欠です。最小の経費によって最大の効果を挙げるためには，職員一人ひと

りの能力を開発することや，職員の勤務の実績を正しく評価することが必要となりま

す。 

１ 職員の研修の状況 

平成１６年度における研修の実施状況は次のとおりです。 

 

（１）職員研修所研修 

ア 集合研修 

  （ア）市長部局等 

各任命権者と統合して，採用時や昇任時などに実施した階層別研修，政策形成

能力や業務遂行能力等の向上を図るために実施した能力開発研修などの集合研修

（以下「統合研修」という。）の講座数及び受講者数は次のとおりです。 

受講者の内訳 
統合研修 

市長部局等 消防局 交通局 上下水道局 教育委員会

講 座 数 ５１ 

受講者数 ４,０３２ 
２,８６９ ２６５ １８３ ５５９ １５６

 

  （イ）消防局，交通局，上下水道局及び教育委員会 

     統合研修以外に，局等で必要に応じて実施した集合研修の講座数及び受講者数

は次のとおりです。 

 合計 消防局 交通局 上下水道局 教育委員会

講 座 数 ２８６ ３０ １６ １５ ２２５

受 講 者 数 ２８，０６９ １，０５６ ７４４ ７４６ ２５，５２３

   （注）教育委員会では，学校・幼稚園の教職員を対象にした研修を実施しています。 
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イ 派遣研修 

   各任命権者において実施した講習会，研究集会などへの派遣研修の状況は次のと

おりです。 

 合計 市長部局等 消防局 交通局 上下水道局 教育委員会

派 遣 

研修先数 
１７１ ５ １３ ９ １２４ ２０

受講者数 １，５９７ ６２６ １３６ １７９ ３８４ ２７２

 
 

（２）所属別研修 

ア 集合研修 

部や課，事業所などの所属において，所管する事務事業を的確かつ円滑に推進す

るために実施した研修の回数及び受講者数は次のとおりです。 

 合計 市長部局等 消防局 交通局 上下水道局 教育委員会

回 数 ２，６２９ １,３５３ ５２５ ２０２ ４６２ ８７

受講者数 ６５，２９５ ３９,７１７ ８，３６８ ５,１３９ ９,６８６ ２，３８５

 

イ 派遣研修 

部や課，事業所などの所属において実施した学校，講習会，研修会等への派遣研

修の回数及び受講者数は次のとおりです。 

 合計 市長部局等 消防局 交通局 上下水道局 教育委員会

回  数 ６６９ ５４０ ８ ３４ ０ ８７

受講者数 １，４３５ １,０７９ ８ １６６ ０ １８２

 

２ 職員の勤務成績の評定の状況 

年１回の勤務成績の評定のほか，部課長級職員については，能力評価と業績評価から

なる新たな「人事評価制度」を平成１６年度から試行しています。 
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第７章 職員の福祉及び利益の保護の状況 

職員の健康の保持増進を図るとともに，職場の安全を確保するため，「労働安全衛生

法」をはじめとする法令等に基づき，安全衛生を管理するための体制や作業環境の整

備，健康診断などを実施しています。 

また，公務や通勤途上の災害に被災した職員に対し，「地方公務員災害補償法」に基

づき，療養補償，休業補償，障害補償などの各種補償を行っています。 

このほか，職員の相互共済及び福利増進などを目的として，退職準備講座等を実施

しています。 

 

１ 職員の安全・衛生管理について 

（１）職員の健康診断実施状況 

（市長部局等：平成１６年度）   

種  類 受診者数（人） 

深夜業務等従事職員 延４，８６１一般定期 

健康診断 
一般職員 ７，７６１

雇入時健康診断 ２７９

結核経過健康診断 延１１０

ＶＤＴ作業従事者 ７，６５５

保育士等職員 ８２３

電離放射線 ４６０

有機溶剤 １０４

Ｂ型肝炎 １，０８５

腰部機能検査 ９４８

特殊健診 

破傷風予防接種 ６
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（２）公務災害補償の状況 

平成１６年度における公務災害及び通勤災害の認定件数は次のとおりです。 

（単位：件）    

区  分 件  数 

公 務 災 害 ２７３ 

通 勤 災 害  ４５ 

 

２ 職員の福利厚生について 

（１）福利厚生のための各種団体 

ア 財団法人京都市職員厚生会 

「京都市職員厚生会条例」に基づく団体で，職員の互助共済及び福利増進を目的

として，下記の事業を実施しています。 

事業名 内  容 

給付事業 
慶弔金及びり災給付金等の支給，資金の貸付け，生命保険や

損害保険の取扱い 

厚生事業 
文化体育活動や余暇の活用に対する支援，直営保養所の管理

運営 

購買事業 物品のあっせん等 

   ＜参考＞地方公務員法（抄） 

第４２条 地方公共団体は，職員の保健，元気回復その他厚生に関する事項について計

画を樹立し，これを実施しなければならない。 

京都市職員厚生会条例（抄） 

第１条 本市は市職員の互助共済並に福利増進を図る為市職員（略）をして京都市職員

厚生会（略）を組織せしむ 

 

イ 京都市健康保険組合 
    「健康保険法」に基づく団体で，職員（被保険者）及びその被扶養者の業務外の

事由による疾病に関する保険給付をはじめ，下記の事業を実施しています。 
事業名 内  容 

保険給付 
職員（被保険者）及びその被扶養者の業務外の事由による疾

病，負傷，死亡又は出産に関する保険給付 
保健事業 人間ドック，脳ドック，がん検診，歩こう会等 

＜参考＞健康保険法（抄） 

第６条 健康保険組合は,その組合員である被保険者の保険を管掌する。 

第８条 健康保険組合は，適用事業所の事業主，その適用事業所に使用される被保険者

及び任意継続被保険者をもって組織する。 
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  ウ 京都市職員共済組合 

    「地方公務員等共済組合法」に基づく団体で，退職した職員への年金支給など，

職員の相互救済を目的として，下記の事業を実施しています。 

 

事業名 内  容 

長期給付事業 共済年金(退職給付，障害給付，遺族給付)等の給付 

短期給付事業 育児休業手当金，介護休業手当金の給付 

福祉事業 住宅貸付，災害貸付 

＜参考＞地方公務員法（抄） 

第４３条 職員の病気，負傷，出産，休業，災害，退職，障害若しくは死亡又はその

被扶養者の病気，負傷，出産，死亡若しくは災害に関して適切な給付を行うための

相互共済を目的とする共済制度が，実施されなければならない。 

地方公務員等共済組合法（抄） 

第３条 次の各号に掲げる職員の区分に従い,当該各号に掲げる職員をもつて組織す

る当該各号の地方公務員共済組合（略）を設ける。 

五 地方自治法第二百五十二条の十九第一項に規定する指定都市(略)の職員(略) 

 

（２）退職準備講座等の実施状況 

財団法人京都市職員厚生会に委託し，下記の事業を実施しています。 

 

ア 退職準備のための講座 

種 別 目 的 対象者 

①ライフプランセミナー 

（生涯生活充実講座） 

在職中から退職後を展望した生活設計が行える

よう，生きがい，健康管理，家庭経済などについ

て考える。 

40～49 歳の

職員で希望者

②ライフプランセミナー 

（退職準備講座） 

50 歳を節目として，退職後のより良い生活設計

に向け，生きがい，健康管理，共済年金などにつ

いて考える。 

50 歳の職員

③ライフプランセミナー 

（退職準備講座） 

退職後のより良い生活設計が行えるよう，生き

がい，健康管理，家庭経済などについて考える。 

50～59 歳の職

員で希望者 

（②④の受講

者を除く） 

④ニューライフセミナー 

（退職直前講座） 

退職後の生活設計，健康管理，再就職問題など

について考える。 

定年退職 

予定職員 
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イ 広報誌の発行 

    ライフプラン支援冊子「はつらつライフ」 

    ライフプラン情報誌「ライフプランニュース」（季刊誌として年４回発行） 

 

ウ ライフプラン相談室の運営 

 目  的  ライフプランに関する総合相談窓口 

 設置場所  中京区寺町通御池上る上本能寺前町 473 番地浅井ビル２Ｆ 

   開設時間  毎週月～金（祝日除く） 午前９時～午後５時 

 

 

 



 
第Ⅱ部 

人事委員会の業務の状況 
 

「京都市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」第３

条に基づき，京都市人事委員会が，市長へ報告するために作

成したものです。 
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まえがき 

京都市人事委員会は，「地方公務員法」に基づき京都市が設置した，独立した人事行政の

専門機関です。同法は，人事委員会に対して次の権限を与えており，当委員会は，これら

に基づく業務を行っています。 
１ 専門的・中立的な人事機関として，職員採用試験の実施，人事行政の運営について

市長等への報告，勧告等をする権限 
２ 独立した行政機関として，法律又は条例に基づき人事行政に関する規則を制定する

権限 
３ 職員と本市との間に法律上の紛争が生じたときに審査・裁定等を行う権限 
 

第 1 章 職員の採用試験及び選考の状況 

第１節 採用試験 

１ 採用試験の概要 

平成１６年度の採用試験について，表 1－1 及び 1－2 のとおり実施しました。その主

な特徴は，上級一般事務職において，最終合格者に占める女性の割合が過去最高（45.2％）

となりました。 

 

  表 1－1 平成１６年度採用試験の種類，受験資格及び実施日程 

試験 

区分 
職種 受験資格 

第1次 

試験日 

第2次 

試験日 

合格 

発表日 

一般事務職 
昭和53年4月2日～58年4月1日

に生まれた人 
8月27日

一般技術職 
昭和51年4月2日～58年4月1日

に生まれた人 

7月27日～

8月18日 

消防局Ａ 
昭和52年4月2日～58年4月1日

に生まれた人 

上級 

消防局Ｂ 
昭和51年10月2日～57年10月1

日に生まれた人 

7月14日～

27日 

薬剤師 
昭和50年4月2日以降に生まれた人で，薬剤師

免許を有する人，又は，取得する見込みの人 

獣医師 
昭和47年4月2日以降に生まれた人で，獣医師

免許を有する人，又は，取得する見込みの人 

免許 

資格職 

保健師 
昭和50年4月2日以降に生まれた人で，保健師

免許を有する人，又は，取得する見込みの人 

6月27日 

7月28日～

30日 

8月13日
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試験 

区分 
職種 受験資格 

第1次 

試験日 

第2次 

試験日 

合格 

発表日 

一般 

事務職 

一般 

技術職 

10 月26 日

～28日 
11月16日

中級 

消防職 

昭和58年4月2日～62年4月1日

に生まれた人 

10月14，20

日 
11月9日 

身体 

障害者 

一般 

事務職 

昭和50年4月2日～62年4月1日

までに生まれた人で，身体障害者手

帳の交付を受けていて，障害の程度

が１級から4級までの人 

10月22日 11月16日

診療放射 

線技師 

昭和50年4月2日以降に生まれた人

で，診療放射線技師免許を有する人，

又は，取得する見込みの人 

11月26日

看護師 

昭和45年4月2日以降に生まれた人

で，看護師免許を有する人，又は，

取得する見込みの人 

11月16日

栄養士 
昭和50年4月2日以降に生まれた人

で，管理栄養士免許を有する人 

免許 

資格職 

保育士 

昭和50年4月2日以降に生まれた人

で，児童福祉法により保育士に登録

されている人，又は，登録される見

込みの人 

9月26日 

10月29日

～ 

11月12日 

11月26日

経験者 
一般 

事務職 

昭和45年4月2日～53年4月1日

に生まれた人で，民間企業における

職務経験が5年以上ある人（平成17

年3月末現在） 

11月14日 12月９日 12月17日

業務職員 1月23日 

技能職員 

昭和40年4月2日～62年4月1日

に生まれた人 1月22・23

日 
技能 

労務職 

給食調理員 

昭和40年4月2日～62年4月1日に

生まれた人で，調理師免許を有する

人，又は，取得する見込みの人 

1月22・23

日 

2月15日～

18日 
3月1日 

（注） 消防職Ｂは平成１６年１０月１日採用で，それ以外はすべて平成１７年４月１日採用です。 
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  表 1－2 平成１６年度採用試験実施結果 

試験区分 職    種 申込者数 受験者数 
最終合格者

数 

最終倍

率 

一般事務職 1680 (616) 1292 (445) 84 (38) 15.4

土木 117 (15) 94 (9) 16 (3) 5.9

建築 62 (18) 50 (16) 7 (2) 7.1

電気 45 (1) 33 (1) 4 (0) 8.3

機械 18 (0) 15 (0) 2 (0) 7.5

一般技術職 

化学 26 (6) 16 (2) 1 (0) 16.0

男 334 304 16  19.0
消防職Ａ 

女 32 24 1  24.0

男 498 443 26  17.0

上級 

消防職Ｂ 
女 28 23 2  11.5

薬剤師 90 (45) 82 (42) 21 (11) 3.9

獣医師 31 (16) 26 (13) 10 (6) 2.6
免許資格

職 
保健師 141 (138) 129 (126) 8 (8) 16.1

一般事務職 236 (108) 185 (83) 20 (9) 9.3

土木 21 (4) 20 (4) 4 (1) 5.0

建築 13 (8) 9 (6) 3 (2) 3.0

電気 7 (1) 7 (1) 3 (0) 2.3
一般技術職 

機械 8 (0) 7 (0) 1 (0) 7.0

男 339 305 12   25.4

中級 

消防職 
女 22 21 1  21.0

身体障害

者 
一般事務職 

33 (7) 29 (7) 5 (1) 5.8

診療放射線技師 61 (22) 50 (17) 3 (2) 16.7

看護師 125 (119) 112 (107) 61 (59) 1.8

栄養士 70 (64) 60 (57) 4 (4) 15.0

免許資格

職 

保育士 462 (408) 397 (349) 55 (48) 7.2

経験者 一般事務職 391 (89) 285 (67) 5 (1) 57.0

業務職員（環境局） 499 (41) 430 (36) 25 (1) 17.2

技能職員（文化市民

局） 

53 (24) 45 (22) 3 (3) 15.0

技能職員（上下水道

局） 

250 (39) 212 (30) 11 (2) 19.3
技能労務

職 

給食調理員（教育委員

会） 

82 (57) 73 (54) 18 (17) 4.1

                                                              （ ）は女性で内数 

 

２ 試験の周知と募集活動 

平成１６年度の採用試験の実施計画については４月２日に，採用予定者数等の詳細に

ついては各採用試験の実施前に，市民しんぶん，マスコミへの情報提供及び人事委員会
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事務局任用課のホームページ等により情報の提供を行いました。 

募集活動としては，ポスター，パンフレット及び受験案内を作成し，主に関西圏の大

学，高等学校，病院等へ掲示・配布を依頼して採用試験の周知を図りました。これに加

え，大学，高等学校等に職員を派遣して就職ガイダンスを行ったほか，上級一般事務職

及び一般技術職を対象に，京都府と合同で「京都府・京都市職員採用試験ガイダンス」

を開催して，公務の魅力や求める人材の紹介等を行いました。 

 

第２節 採用選考及び昇任選考 

１ 採用選考 

「地方公務員法」によれば，本市職員の採用は，原則として競争試験によるものとさ

れていますが，当委員会が承認した場合には，選考による採用を行うことができます。 

平成 16 年度の状況は，表 1－3のとおりです。 

 

表 1－3 平成 16 年度採用選考の状況（人） 

免許・資格職 
（医師等） 

特殊専門職 

（文化財保護技師等）

技能労務職 

（運転手等）

特別選考職 

（京北町合併による

一般事務職等） 

計 

５６ ３ １８ １１８ １９５

 

２ 昇任選考 

（１）昇任選考 

昇任とは，職員を現に在職する職より上位にある職に任命する場合をいいます。本

市においては，当委員会の定める昇任選考基準に該当する者のうち，市長等から申請

のあった者について当委員会が選考を行っており，平成１６年度の状況は，表 1－4の

とおりです。 

表 1－4 平成１６年度昇任選考の状況（人） 

昇任させる職 消防職以外の職 昇任させる職 消防職 

局長級 13 消防司監 0

部長級 30 消防正監 4

課長級 92 消防監 3

課長補佐級 146 消防司令長 11

係長級 159 消防司令 17

合 計 440 消防司令補 47

消防士長 53

 

合 計 135

（注）平成１６年度中人事委員会議決分 
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（２）係長能力認定試験 

本市においては，能力ある職員を抜擢し，有能な人材の早期発見と早期育成及び組織

の活性化の推進，職員各自の自己研鑽と能力開発の機会の提供等を目的として，昭和 61

年度から係長能力認定試験を実施しています。 

平成１６年度の状況については，表 1－5のとおりです。 

 

表 1－5 平成１６年度係長能力認定試験実施状況 

 受験者数（人） 最終合格者数

（人） 

最終倍率（倍） 

一般事務職 379(61) 61(13) 6.2(4.7) 

一般技術職 253 (8) 29 (0) 8.7  (-) 

合  計 632(69) 90(13) 7.0(5.3) 

（ ）は女性で内数 
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第 2章 給与，勤務時間その他勤務条件に関する報告及び勧告の状況 

第 1 節 給与に関する報告及び勧告 

１ 給与勧告とは 

民間企業の勤労者は争議権などの労働基本権が保障されており，労使交渉等を通じて

自らの賃金を決定することができますが，公務員は「国家公務員法」及び「地方公務員

法」により労働基本権が制約されているため，その代償措置として人事院（国家公務員）

及び人事委員会（地方公務員）による給与勧告制度が設けられています。 

人事委員会は，地方公務員の給与について，「地方公務員法」に定める「情勢適応の原

則」や「均衡の原則」に基づき，その給与を民間の勤労者の給与や国家公務員の給与な

どに合わせることを基本とし，給与，勤務時間その他の勤務条件に関し必要な措置につ

いて議会及び長に勧告することとなっています。 

なお，給料表に関しては，毎年少なくとも一回，現行給料表が適当であるかどうかに

ついて報告するものとし，給与を決定する諸条件の変化により，給料表に定める給料額

を増減することが適当であると認めるときは，併せて勧告することとなっています（別

紙「給与改定のしくみ」参照）。 

 

２ 平成１６年職員の給与に関する報告の概要 

（１）報告日 平成１６年９月７日（火） 

（２）報告の概要 

勧告は行わず，次のとおり報告を行いました。 
ア 本市職員の給与と民間給与との比較について 
（ア）月例給 

本市職員の給与は，民間給与を 16 円，0.004％下回っていました。 

表 2－1 平成 16 年 4 月分における本市職員の給与と民間給与との較差 

   

 

 

 

 

（注） 比較の対象とした者には，新規採用者は含まれていません。 

（イ）特別給 

市内民間事業所の年間平均支給月数は，所定内給与月額の 4.40 月分に相当して

おり，本市職員の期末手当及び勤勉手当の年間支給月数と均衡していました。 

イ 給与の改定について 

給料表，諸手当等の改定は較差が極めて微小であることなど又，期末・勤勉手当

の改定は市内民間事業所の支給状況及び人事院の報告を考慮して，それぞれ見送る

較   差 

職 種 
民間の給与 

(A) 

職員の給与 

(B) (A)-(B)=(C) 
(C)/(B)×

100 

行政職(一) 

適用相当職 
418,154 円 418,138 円 16 円 0.004 ％
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こととしました。 

また，通勤手当制度の見直しに当たり円滑な実施を望むとともに，見直しが行わ

れた場合に手当が実費弁償的な性格を帯びることから，比較給与からの除外を含め，

検討を行うこととしました。 

ウ 給与制度の在り方 

検討に当たっては，国の動向に注目するとともに民間企業の賃金制度を多角的な

視点から十分に検証し，市民サービスの向上に資するという視点に立った公務にふ

さわしい給与制度の構築を念頭に置いて進める必要があります。 

エ 公務運営の改善 

能力を最大限に発揮できるような人事管理や組織運営を行っていくという観点か

ら，次の項目について報告しました。 

（ア）人事評価制度の活用などによる人材の育成や適材適所の配置 

（イ）職員の健康管理対策の充実（定期健康診断結果等の積極的な活用などの方策の

検討，メンタルヘルスに関する取組の一層の充実，時間外勤務に関する厚生労働

省の通知等を踏まえた適切な勤務時間管理等） 

（ウ）「次世代育成支援対策推進法」に基づく計画の策定や家庭生活と職業生活の両立

を図る取組の検討 

（エ）「地方公務員法」の一部改正を踏まえた職員からの苦情の適切な処理 

オ 給与勧告制度の意義・役割 

地域における民間企業の給与実態を職員給与に精確に反映させることは，給与勧

告制度の根幹となるものであり，今後とも，より精確な把握を行うため，ふさわし

い調査の方法，公民給与の比較の在り方などについて研究します。 

 

第２節 給与等に関する調査 

１ 職種別民間給与実態調査 

職員の給与を検討するため，毎年，４月現在における民間給与の実態（事業所におけ

る給与制度の状況並びに賞与及び臨時給与の支給状況，職種別従業員に対する４月分給

与支給額など）を調査するものです。この調査は，人事院及び全国の人事委員会が５月

から６月にかけて共同で実施する強制力を持たない任意調査です。 

調査対象となる事業所（母集団事業所）は，産業が公務の事業内容と類似する事業所

のうち，企業規模１００人以上かつ事業所規模５０人以上の事業所であり，本市域内の

母集団事業所を企業規模，産業，本店・支店の別に１３層に分類し，これらの層から無

作為抽出した１２０事業所を標本としており，その概要は，表 2－2のとおりです。 
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表 2－2 職種別民間給与実態調査の結果（平成１６年４月） 

母集団事業所 424 事業所 

標本事業所 120 事業所（うち調査完了 116 事業所） 

調査対象職種 77 職種 

調査実人員 7,355 人（うち事務・技術関係職種 6,233 人） 

調査職種該当者（母集団）定数 39,479 人（うち事務・技術関係職種 25,313 人）

 

２ 職員給与等実態調査 

平成１６年４月現在の総職員のうち，民間従業員の給与との比較を行った職員の概要

は，表 2－3のとおりでした。 
 
  表 2－3 職員給与等実態調査の結果（平成１６年４月） 

項   目 内    容 項      目 内    容 

人   員     6,207人  平均勤続年数            19.6年 

給 料        353,193円  平均扶養親族数      1.1人 

扶 養 手 当         11,730   男     70.4％ 

調 整 手 当         37,041   

男女別構

成比 女     29.6 

小 計        401,964 大学卒     56.9％ 

その他の手当         16,174   短大卒     12.5 

平均

給与 

月額 

合 計        418,138 高校卒     25.3 

 平 均 年 齢             41.9歳 

学歴別構

成比 

中学卒      5.3 

 

第 3 章 勤務条件に関する措置の要求の状況 

措置要求の制度は，職員から給与，勤務時間その他の勤務条件に関し，適切な措置を求

める要求があった場合に，人事委員会が必要な審査をしたうえで，判定を行い，その結果

に基づいて，人事委員会の権限に属する事項については自ら実行し，その他の事項につい

ては権限を有する機関に対して必要な勧告を行うことにより事案の解決に当たるものです。 

この制度は，単に職員の勤務条件に関する不平不満の解消を図るというだけでなく，労

働基本権を制約されている職員が勤務条件の積極的な改善と適正化を求めることを保障す

るものであり，労働基本権制約の代償的機能を果たすものです。 

平成１６年度には，当委員会が新たに受け付けた要求及び前年度から繰り越した要求は

ありませんでした。 
 

第 4 章 不利益処分に関する不服申立ての状況 

不利益処分についての不服申立制度は，職員からその意に反して降給，降任，休職，免

職その他不利益な処分又は懲戒処分を受けたとして審査の請求があった場合に，人事委員

会が原則として口頭審理を開催し，審査を行い，審査の結果に基づき，その処分を承認し，
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修正し，又は取り消す判定を行うものです。また，人事委員会は，必要がある場合に市長

等にその職員の受けるべきであった給与その他の給付を回復するため必要でかつ適切な措

置をさせるなど，その職員がその処分によって受けた不当な取扱いを是正するための指示

を行うことができます。 

平成１６年度には，新たに申立てのあった２件（２事案）と前年度から繰り越した１３

件（４事案）の計１５件（６事案）を審理しており，その処理状況については，判定を行

ったものが４件（３事案）で，平成１７年度に繰り越したものは１１件（３事案）です。 

 
表 4－1 平成１６年度判定一覧 

事案名 
判定 

年月日 
処分者 処分理由等 原処分 判定 

審理

方法

平成 14 年第 2号 

不服申立事案 
16．7．15 教育委員会 他校への転任 転任 

棄却 

（処分承認）
公開

平成 14 年第 1号 

不服申立事案 
16．8．12 教育委員会 他校への転任 転任 

棄却 

（処分承認）
公開

平成 15 年第 1号

平成 16 年第 1号

不服申立事案 

16．8．12 市長 心身の故障 
分限 

休職 

棄却 

（処分承認）
公開

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（給与条例の改正） （勧告の取扱い決定）

注　上記の数値は，平成16年4月時点の状況である。

(別紙）

事業所別調査

＜４月分実支給額＞
（対象者7,355人）

従業員個人別調査

ボ
ー

ナ
ス
の

支
給
状
況

給与改定の有無に関
わらず調査

雇
用
調
整
等
の
状
況

給
与
改
定
・

給与改定の仕組み

  （企業規模100人以上かつ事業所規模50人以
　　上の市内120事業所＜母数424事業所＞）

民間給与の調査（実地）

市　　会 市　　長

民間と公務（行政職・技術職）の４月分給与を精密に比較
（ラスパイレス方式による官民給与較差の算出）

情勢適応の原則
・生計費
・国家公務員の給与

・その他の事情
　　　　　　　　　　　  も考慮

条例提出

人事委員会給与勧告

＜個人別給与（４月分）＞
（対象者6,207人）

京都市職員給与の調査

・他の地方公共団体の職員の給与

　仕事の種類，役職段階，学歴，年齢等が相応する者同士の給
　与を対比させ，公務員の人員に置き直して算出
　＜対比例＞　民間企業係長　　　　⇔　　　　　本市係長
　　　　　 （大卒,事務,35歳）　　　　　　（大卒,事務,35歳）
　　　　　　　民間企業係長　　　  ⇔　　　　　本市係長
　　　　　 （高卒,技術,40歳）　　　　　　（高卒,技術,40歳）

給料表・手当の改定内容を決定

　均衡の原則

市長，職員団体等の要望・
意見等を聴取

公民の年間特別給の支給
月数の対比
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